
　外国法人が、適格合併により、
他の外国法人のＰＥに係る事業移
転を受けてＰＥを有することとな

った場合には、ＰＥが新設されたものと
はみなされないため、当該ＰＥに係る繰
越欠損金を引き継ぐことができます。
　この点、外国法人Ａ社と100％子法人
Ｂ社の法律行為は、我が国の会社法上の
合併に相当し、法人税法上の合併に該当
するものとして取り扱われるところ、Ａ
社（合併法人）はＢ社（被合併法人）の
発行済株式の全部を保有しており、かつ、
Ａ社とＢ社の合併は無対価で行われてい
ることから、当該合併は適格合併に該当
します。
　したがって、Ａ社はＢ社から移転を受
けた支店Ｓの繰越欠損金を引き継ぐこと
ができるため、翌期以後、Ａ社は、支店

Ｓの帰属所得に係る所得金額の計算上、
当該繰越欠損金を損金の額に算入するこ
とができます。

【解　説】
１ 　会社法上の合併
　我が国の会社法上の合併を法的側面から
みると、その本質的要素は次のとおりとな
ります（会社法750）。
⑴�　被合併会社の権利義務の全部が、合併
会社に対して、会社法等の法令の規定に
基づき、個々の権利義務の移転行為を要
することなく包括承継されること。
⑵�　被合併会社は、会社法等の法令の規定
により、清算手続を経ることなく、自動
的に解散し消滅すること。

２ 　外国法令上の法律行為
　法人税法上の合併は、我が国の会社法を

A

　外国法人Ａ社は、Ｘ国を代表する製薬会社であり、同国に100％子法人Ｂ社を有
していますが、我が国にＡ社の支店はありません。一方で、Ｂ社は我が国に支店Ｓ
を有してはいるものの、その支店Ｓは業績の悪化を理由として、当期首時点で多額

の繰越欠損金を抱えていました。そこで、当期末において、Ａ社はＢ社を救済するため、
Ｘ国法令上の合併手続に準拠して、Ｂ社の支店Ｓを含む資産・負債の全部を無対価で包括
承継し、Ｂ社は清算手続を経ることなく自動的に解散し消滅しました。
　この場合、Ａ社がＢ社から承継した支店Ｓについて、その支店Ｓが有していた繰越欠損
金の税務上の取扱いをご教示ください。

Q

国際課税（法人税）

クロスボーダー組織再編成と
PE帰属欠損金の引継ぎ
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準拠法として行われる合併に限られるもの
ではないため、外国法令を準拠法として行
われる法律行為であっても、我が国の会社
法上の合併に相当する法的効果を有するも
のであれば、法人税法上の合併に該当する
ものと考えられます。
　この点、我が国の会社法は、合併そのも
のについての定義規定を設けてはいません
が、上記 １のとおり、その本質として、①
消滅会社の権利義務の全部が存続会社に包
括承継されること及び②消滅会社は清算手
続を経ることなく自動的に解散して消滅す
ることという要素を有していることが挙げ
られます。したがって、外国法令を準拠法
として行われる法律行為であっても、これ
らの要素を有し、我が国の会社法上の合併
に相当するものと認められる場合には、法
人税法上の合併に該当するものとして取り
扱うことが相当であると考えられます。

３ 　適格合併
　合併法人が、被合併法人の発行済株式の
全部を保有しているとき、無対価による合
併は適格合併に該当します（法法 ２十二の
八イ、法令 4の 3②一）。

４ 　ＰＥの繰越欠損金の取扱い
　ＰＥを有しない外国法人（合併法人）が、
非適格合併等により、他の外国法人（被合
併法人）のＰＥを有することとなった場合、
ＰＥを新設したものとみなされるため、当
該ＰＥに係る繰越欠損金を引き継ぐことが
できません（法法10の ３ ④一）。
　一方で、外国法人（合併法人）が、適格
合併により、他の外国法人（被合併法人）
のＰＥに係る事業移転を受けそのＰＥを有

することとなった場合には、ＰＥが新設さ
れたものとはみなされないため、当該ＰＥ
に係る繰越欠損金を引き継ぐことができま
す（法法10の ３ ④ただし書）。

５ 　事例の検討
⑴　法人税法上の合併
　外国法令上の法律行為が、我が国の会
社法上の合併に相当し、法人税法上の合
併に該当するものとして取り扱われるた
めには、①消滅会社の権利義務の全部が
存続会社に包括承継されること及び②消
滅会社は清算手続を経ることなく自動的
に解散して消滅することが求められます。
　この点、Ａ社は、Ｘ国の法令に準拠し
て、Ｂ社の支店Ｓを含む資産・負債の全
部を包括承継し、Ｂ社は清算手続を経る
ことなく自動的に解散して消滅していま
す。したがって、この法律行為は上記①
及び②の要素を満たし、我が国の会社法
上の合併に相当するといえることから、
法人税法上の合併に該当するものとして
取り扱われます。

⑵　適格合併
　合併法人が被合併法人の発行済株式の
全部を保有しているとき、無対価による
合併は適格合併に該当するところ、Ａ社
とＢ社の法律行為は、上記⑴のとおり、
法人税法上の合併に該当し、加えて、Ａ
社（合併法人）はＢ社（被合併法人）の
発行済株式の全部を保有しており、かつ、
Ａ社とＢ社の合併は無対価で行われてい
ることから、当該合併は適格合併に該当
します。

⑶　ＰＥの繰越欠損金の取扱い
　外国法人が、適格合併により、他の外
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国法人のＰＥに係る事業移転を受けてＰ
Ｅを有することとなった場合、ＰＥが新
設されたものとはみなされないため、当
該ＰＥに係る繰越欠損金は引き継ぐこと
ができます。
　この点、Ａ社とＢ社の合併は、上記⑵
のとおり、適格合併に該当することから、

Ａ社は移転を受けた支店Ｓについて、そ
の支店Ｓが有していた繰越欠損金を引き
継ぐことができます。したがって、Ａ社
は、翌期以後、支店Ｓの帰属所得に係る
所得金額の計算上、当該繰越欠損金を損
金の額に算入することができます。

※�　本文中、意見にわたる部分は筆者の私見であり、デロイト トーマツ税理士法人の公式見解ではありませ
ん。また、上記記載は掲載日現在有効な法令に基づくことに留意を要します。

　《デロイト トーマツ税理士法人 タックス コントラバーシーチーム
� ディレクター　野田　秀樹》

租税特別措置法通達逐条解説
大野  隆太   編　Ａ５判・1750頁・定価（本体価格

　実務・理論の両面で重要な指針となる相続税・贈与税関係租税特別措
置法通達の趣旨や考え方を、実務における留意事項等を交え逐条的に解

相続税・
贈与税関係

令和元年
12月改訂版

租税特別措置法通達逐条解説

　譲渡所得・山林所得、並びに株式等の譲渡所得等関係に係る通達の趣
旨や背景、考え方や実務上の留意事項等を逐条的に解説。各通達に関連
する法律・通達の条文はもとより、裁判例、裁決例も収録した実務必携書。

塚尾  敦嗣  編　Ａ５判・1520頁・定価（本体価格

譲渡所得・山林所得・株式等の譲渡所得等関係令和２年１月
改訂版
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